
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年第１回定例会 

議     案 
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常総地方広域市町村圏事務組合 

 

 

 

 

 



 

 

令和４年第１回常総地方広域市町村圏事務組合議会定例会議事日程 

 

令和４年 ２月１６日 

開会 午後２時３０分 

 

日程第 １  会議録署名議員の指名について 

 

日程第 ２  会期の決定について 

 

日程第 ３  管理者報告 

 

日程第 ４  議案第１号  常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例の一

部を改正する条例について 

 

日程第 ５  議案第２号  常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報

酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条

例について 

 

日程第 ６  議案第３号  常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関す

る条例の一部を改正する条例について 

 

日程第 ７  議案第４号  令和３年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会

計補正予算(第３号)について 

 

日程第 ８  議案第５号  令和４年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会

計予算について 
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議案第１号 

 

   常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例の一部を改正する条例について 

 

常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例の一部を改正する条例（昭和５２年常総

地方広域市町村圏事務組合条例第１３号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

  令和４年２月１６日 提出 

 

                      常総地方広域市町村圏事務組合 

                        管 理 者  松 丸 修 久 
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   常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例の一部を改正する条例 

 

常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例（昭和５２年常総地方広域市町村圏事

務組合条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「258人」を「286人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例の新旧対照表 

 

改正案 現行 

（職員の定数） （職員の定数） 

第２条 前条の職員の定数は、次のとおりと

する。 

第２条 前条の職員の定数は、次のとおりと

する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 消防機関の職員 286人 (2) 消防機関の職員 258人 
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提 案 理 由 

 

議案第１号  常総地方広域市町村圏事務組合職員定数条例の一部を改正する条例 

について 

 

 今後の消防体制強化のため、令和元年に改定した第四次消防基本計画における消防庁

舎の統廃合、隊の運用強化に基づく職員の増員、併せて地方公務員の定年延長を踏まえ

た長期的な人事管理を図るべく、消防職員の定数条例を改正するものです。 

 この条例は、令和４年４月１日から施行するものです。 
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議案第２号 

 

   常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例について 

 

 常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

５２年常総地方広域市町村圏事務組合条例第１号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

  令和４年２月１６日 提出 

 

常総地方広域市町村圏事務組合 

                        管 理 者  松 丸 修 久 
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常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

  

 常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭

和５２年常総地方広域市町村圏事務組合条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第１条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号から第12号までを１号ずつ繰

り上げる。 

第４条第２項中「第３条」を「前条」に改める。 

第６条第１項中「第12号」を「第11号」に改める。 

第８条の見出し中「日当」を「車賃」に改め、同条第１項中「、日当」を削る。 

第９条第２項中「組合議会」の次に「等」を加える。 

第10条中「監査委員が」の次に「その職務に関し、会議等に出席するため旅行した

とき、又は」を加える。 

第11条中「委員等が」の次に「その職務に関し、会議等に出席するため旅行したと

き、又は」を加える。 

別表第４常総環境センター周辺住民の健康に関する専門部会の委員の項を削る。 

 

別表第５を次のように改める。 

別表第５ 

区分 車賃 

（1キロメートルにつき） 

宿泊料 

（1夜につき） 

食卓料 

（1夜につき） 

管理者 円 

50 

円 

13,000 

円 

2,500 

副管理者 円 

50 

円 

13,000 

円 

2,500 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の費用弁償及び宿泊料に関する規定は、この条例施行の日以後に出発す

る旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 
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常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の新旧対照表 

改正案 現行 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第203条及び第203条の２の規定に基づ

き、次の各号に掲げる特別職の職員に対する報

酬及び費用弁償の額並びに支給方法に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第203条及び第203条の２の規定に基づ

き、次の各号に掲げる特別職の職員に対する報

酬及び費用弁償の額並びに支給方法に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

〔削除〕 (6) 常総環境センター周辺住民の健康に関する

専門部会の委員 

(6) （略） (7) （略） 

(7) （略） (8) （略） 

(8) （略） (9) （略） 

(9) （略） (10) （略） 

(10) （略） (11) （略） 

(11) （略） (12) （略） 

（議会の議員の報酬） （議会の議員の報酬） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 前項の報酬の支給方法については、前条  の

規定を準用する。 

２ 前項の報酬の支給方法については、第３条の

規定を準用する。 

（委員等の報酬） （委員等の報酬） 

第６条 第１条第５号から第11号に掲げるもの

（以下「委員等」という。）の報酬は、別表第

４に掲げる額とする。 

第６条 第１条第５号から第12号に掲げるもの

（以下「委員等」という。）の報酬は、別表第

４に掲げる額とする。 

２ （略） ２ （略） 

（車賃等の額） （日当等の額） 

第８条 管理者等の車賃      、宿泊料及び食卓

料の額は、別表第５のとおりとする。 

第８条 管理者等の車賃、日当、宿泊料及び食卓

料の額は、別表第５のとおりとする。 

２ （略） ２ （略） 

（議会の議員の費用弁償） （議会の議員の費用弁償） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 議会の議員が組合議会等に出席したときは、

費用弁償として日額3,000円を支給する。 

２ 議会の議員が組合議会  に出席したときは、

費用弁償として日額3,000円を支給する。 

（監査委員の費用弁償） （監査委員の費用弁償） 

第１０条 監査委員がその職務に関し、会議等に 第１０条 監査委員が                         
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出席するため旅行したとき、又は公務のため旅

行したときは、その旅行について、費用弁償と

して、別表第３の相当する職に掲げる職にある

者の受ける旅費と同一の額の旅費を支給する。 

                              公務のため旅

行したときは、その旅行について、費用弁償と

して、別表第３の相当する職に掲げる職にある

者の受ける旅費と同一の額の旅費を支給する。 

（委員等の費用弁償） （委員等の費用弁償） 

第１１条 委員等がその職務に関し、会議等に出

席するため旅行したとき、又は公務のため旅行

したときは、その旅行について、費用弁償とし

て、別表第４の相当する職に掲げる職にある者

の受ける旅費と同一の額の旅費を支給する。 

第１１条 委員等が                          

                             公務のため旅行

したときは、その旅行について、費用弁償とし

て、別表第４の相当する職に掲げる職にある者

の受ける旅費と同一の額の旅費を支給する。 

別表第４ 別表第４ 

職名 報酬額 旅費の額

（相当する

職） 

常総環境センタ

ー検討委員会の

委員 

委員長 日額5,000円 管理者 

副委員

長 

日額5,000円 〃 

委員 日額5,000円 〃 

 

 

 

 

常総広域障害者

支援施設入所判

定委員会の入所

判定専門委員 

 

 

 

 

入所判

定専門

委員 

 

 

 

 

日額10,000円 

 

 

 

 

〃 

行政不服審査会

の委員 

委員 日額7,000円 〃 

情報公開・個人

情報保護審査会

の委員 

委員 日額7,000円 〃 

公の施設指定管

理者選定委員会

の委員 

委員 日額7,000円 〃 

常総環境センタ

ー最終処分場検

討会の委員 

委員 日額13,000円 〃 

産業医   月額30,000円 〃 
 

職名 報酬額 旅費の額

（相当する

職） 

常総環境センタ

ー検討委員会の

委員 

委員長 日額5,000円 管理者 

副委員

長 

日額5,000円 〃 

委員 日額5,000円 〃 

常総環境センタ

ー周辺住民の健

康に関する専門

部会の委員 

委員 日額10,000円 〃 

常総広域障害者

支援施設入所判

定委員会の入所

判定専門委員 

入所判

定専門

委員 

日額10,000円 〃 

行政不服審査会

の委員 

委員 日額7,000円 〃 

情報公開・個人

情報保護審査会

の委員 

委員 日額7,000円 〃 

公の施設指定管

理者選定委員会

の委員 

委員 日額7,000円 〃 

常総環境センタ

ー最終処分場検

討会の委員 

委員 日額13,000円 〃 

産業医   月額30,000円 〃 
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別表第５ 

 

別表第５ 

区分 車賃 

（1キロメート

ルにつき） 

宿泊料 

（1夜につ

き） 

食卓料 

（1夜につ

き） 

管理者 円 

50 

円 

13,000 

円 

2,500 

副管理者 円 

50 

円 

13,000 

円 

2,500 
 

区分 車賃 

（1キロメ

ートルにつ

き） 

日当 

（1日につ

き） 

宿泊料 

（1夜につ

き） 

食卓料 

（1夜につ

き） 

管理者 円 

50 

円 

3,000 

円 

15,000 

円 

2,500 

副管理

者 

円 

50 

円 

3,000 

円 

15,000 

円 

2,500 
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提 案 理 由 

 

議案第２号  常総地方広域市町村圏事務組合特別職の職員の報酬及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例について 

 

 組合特別職の職員の費用弁償について、新たに支給規定を明確化し、会議に出席した

際に費用弁償を支給できるようにするものです。 

 また、関係市の状況を考慮し、日当を支給しないこととし、宿泊料について見直し、

あわせて委員会の設置期間が過ぎている「常総環境センター周辺住民の健康に関する専

門部会の委員」を条例から削除するものです。 
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議案第３号   

 

   常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

 常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例（昭和５２年常総地方広域市

町村圏事務組合条例第３号）の一部を別紙のとおり改正する。 

 

  令和４年２月１６日 提出 

 

常総地方広域市町村圏事務組合 

                        管 理 者  松 丸 修 久 
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常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 

常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例（昭和52年常総地方広域市

町村圏事務組合条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条に次の１号を加える。 

(8) 赴任 新たに採用された職員（管理者が特に認めたものに限る。）がその採用

に伴う移転のため住所若しくは居所から在勤公署に旅行し、又は転任を命ぜられ

た職員がその転任に伴う移転のため旧在勤公署から新在勤公署に旅行することを

いう。 

第３条第１項中「出張した場合」を「出張し、又は赴任した場合」に改め、同条第

２項第１号及び第２号中「出張中に」を「出張又は赴任のための内国旅行中に」に改

め、同条第５項及び第６項中「旅費の支給を受けることができる者」を「旅費の支給

を受けることができる者（その者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受けること

ができる場合には、当該扶養親族を含む。）」に改め、「旅行中交通機関」を「旅行

中交通機関の事故」に改める。 

第６条第１項中「食卓料」の次に「、移転料、着後手当、扶養親族移転料」を加

え、同条第６項中「旅行」の次に「（外国旅行に限る。）」を加え、同条第７項中

「定額」の次に「又は実費」を加え、同条中第13項を第16項とし、第９項から第12項

までを３項ずつ繰り下げ、第８項の次に次の３項を加える。 

９ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転について、路程等に応じ定額により支

給する。 

10 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移転について、定額により支給する。 

11 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族の移転について、支給する。 

第10条中「日当又は宿泊料において定額」を「日当又は宿泊料（扶養親族移転料の

うちこれらの旅費に相当する部分を含む。以下本条において同じ。）において定額」

に改める。 

第11条中「航空賃又は車賃」を「航空賃又は車賃（扶養親族移転料のうちこれらの

旅費に相当する部分を含む。）」に改める。 

第12条第５項中「第１項に規定する必要な添付書類の種類」を「第１項に規定する

請求書及び必要な添付書類の種類」に改める。 

第13条第１項第１号を削り、同項第２号中「運賃の等級を設けない線路による旅行

の場合には、」を削り、同号を同項第１号とし、同項第３号中「前２号」を「前号」

に改め、「次に規定する」を削り、同号中ア及びイを削り、同号を同項第２号とし、

同項第４号中「第２号」を「第１号」に改め、同号を同項第３号とし、同項第５号中

「第１号又は第２号」を「第１号」に、「第３号に規定する急行料金」を「第２号に

規定する急行料金」に改め、同号を同項第４号とし、同条第２項中「前項第３号」を

「前項第２号」に改め、同項第２号中「又は準急行列車」を削り、同条第３項中「第

１項第５号」を「第１項第４号」に改め、「座席指定料金は、」の次に「特別急行列

車又は」を加える。 

第17条を削る。 
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第18条第１項中「よる。」の次に「ただし、定額を上回る金額を納入した場合に

は、実費額による。」を加え、同条第２項中「、水路旅行及び航空旅行については」

及び「上陸又は着陸して」を削り、同条を第17条とする。 

第19条を第18条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（移転料、着後手当及び扶養親族移転料） 

第19条 移転料、着後手当及び扶養親族移転料の支給等については、国家公務員等の

旅費に関する法律（昭和25年法律第114号）の例による。 

第20条中「第６条第12項」を「第６条第15項」に改める。 

第21条を削り、第22条を第21条とし、第23条を第22条とする。 

第24条中「国家公務員等の旅費に関する法律（昭和25年法律第114号）」を「国家公

務員等の旅費に関する法律」に改め、第３章中同条を第23条とする。 

第25条中「第６条第13項」を「第６条第16項」に改め、同条を第24条とする。 

第４章中第26条を第25条とする。 

第27条中「第15条第３項若しくは第68条」及び「第15条若しくは第68条」を「第15

条第３項若しくは第64条」に改め、同条を第26条とし、第28条を第27条とする。 

別表を次のように改める。 

別表 

内国旅行の旅費（第16条―第18条関係） 

車賃、宿泊料及び食卓料 

車賃 

（1キロメートルにつき） 

宿泊料 

（1夜につき） 

食卓料 

（1夜につき） 

円 

40 

円 

12,000 

円 

2,000 

 

附 則 

  （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

  ２ 改正後の旅費に関する規定は、この条例施行の日以後に出発する旅行から適

用し、同日前に出発した旅行については、なお従前の例による。 
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常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例の新旧対照表 

 

 

改正案 現行 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

(8) 赴任 新たに採用された職員（管理者が特

に認めたものに限る。）がその採用に伴う移

転のため住所若しくは居所から在勤公署に旅

行し、又は転任を命ぜられた職員がその転任

に伴う移転のため旧在勤公署から新在勤公署

に旅行することをいう。 

〔新設〕 

（旅費の支給） （旅費の支給） 

第３条 職員が出張し、又は赴任した場合には、

当該職員に対し旅費を支給する。 

第３条 職員が出張した場合            には、

当該職員に対し旅費を支給する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号の一に該当する

場合には、当該各号に掲げる者に対し、旅費を

支給する。 

２ 職員又はその遺族が次の各号の一に該当する

場合には、当該各号に掲げる者に対し、旅費を

支給する。 

(1) 職員が出張又は赴任のための内国旅行中に

離職又は休職（以下「退職等」という。）と

なった場合（当該退職等に伴う旅行を必要と

しない場合を除く。）には当該職員 

(1) 職員が出張中に                        

離職又は休職（以下「退職等」という。）と

なった場合（当該退職等に伴う旅行を必要と

しない場合を除く。）には当該職員 

(2) 職員が出張又は赴任のための内国旅行中に

死亡した場合には当該職員の遺族 

(2) 職員が出張中に                        

死亡した場合には当該職員の遺族 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の

支給を受けることができる者（その者の扶養親

族の旅行について旅費の支給を受けることがで

きる場合には、当該扶養親族を含む。）がその

出発前に次条第３項の規定により旅行命令を取

消され、又は死亡した場合において、当該旅行

のため既に支出した金額があるときは、規則の

定めるところによりその者の損失となった金額

を旅費として支給することができる。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の

支給を受けることができる者                 

                                           

                                   がその

出発前に次条第３項の規定により旅行命令を取

消され、又は死亡した場合において、当該旅行

のため既に支出した金額があるときは、規則の

定めるところによりその者の損失となった金額

を旅費として支給することができる。 



- 15 - 

 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費

の支給を受けることができる者（その者の扶養

親族の旅行について旅費の支給を受けることが

できる場合には、当該扶養親族を含む。）が、

旅行中交通機関の事故又は天災、その他規則で

定める事情により、概算払を受けた旅費額（概

算払を受けなかった場合には、概算払を受ける

ことができた旅費額に相当する金額）の全部又

は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費

額の範囲内で規則で定める金額を旅費として支

給することができる。 

６ 第１項、第２項及び第４項の規定により旅費

の支給を受けることができる者               

                                           

                                     が、

旅行中交通機関     又は天災、その他規則で

定める事情により、概算払を受けた旅費額（概

算払を受けなかった場合には、概算払を受ける

ことができた旅費額に相当する金額）の全部又

は一部を喪失した場合には、その喪失した旅費

額の範囲内で規則で定める金額を旅費として支

給することができる。 

（旅費の種類） （旅費の種類） 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、

車賃、日当、宿泊料、食卓料、移転料、着後手

当、扶養親族移転料、支度料、旅行雑費及び死

亡手当とする。 

第６条 旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、

車賃、日当、宿泊料、食卓料                 

                  、支度料、旅行雑費及び死

亡手当とする。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 日当は、旅行（外国旅行に限る。）中の日数

に応じ、１日当たりの定額により支給する。 

６ 日当は、旅行                    中の日数

に応じ、１日当たりの定額により支給する。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ、１夜当たり

の定額又は実費により支給する。 

７ 宿泊料は、旅行中の夜数に応じ、１夜当たり

の定額        により支給する。 

８ （略） ８ （略） 

９ 移転料は、赴任に伴う住所又は居所の移転に

ついて、路程等に応じ定額により支給する。 

〔新設〕 

１０ 着後手当は、赴任に伴う住所又は居所の移

転について、定額により支給する。 

〔新設〕 

１１ 扶養親族移転料は、赴任に伴う扶養親族の

移転について、支給する。 

〔新設〕 

１２ （略） ９ （略） 

１３ （略） １０ （略） 

１４ （略） １１ （略） 

１５ （略） １２ （略） 

１６ （略） １３ （略） 

（旅費の計算） （旅費の計算） 

第１０条 １日の旅行において、日当又は宿泊料

（扶養親族移転料のうちこれらの旅費に相当す

る部分を含む。以下本条において同じ。）にお

第１０条 １日の旅行において、日当又は宿泊料

において定額                               
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いて定額を異にする事由が生じた場合には、額

の多い方の定額による日当又は宿泊料を支給す

る。 

      を異にする事由が生じた場合には、額

の多い方の定額による日当又は宿泊料を支給す

る。 

第１１条 鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸

路旅行中における年度の経過、職務の級の変更

等のため鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃（扶養

親族移転料のうちこれらの旅費に相当する部分

を含む。）を区分して計算する必要がある場合

には、最初の目的地に到着するまでの分及びそ

れ以後の分に区分して計算する。 

第１１条 鉄道旅行、水路旅行、航空旅行又は陸

路旅行中における年度の経過、職務の級の変更

等のため鉄道賃、船賃、航空賃又は車賃       

                                           

         を区分して計算する必要がある場合

には、最初の目的地に到着するまでの分及びそ

れ以後の分に区分して計算する。 

（旅費の請求書） （旅費の請求書） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項に規定する請求書及び必要な添付書類

の種類、様式及び記載事項は規則で定める。 

５ 第１項に規定する必要な添付書類の種類     

     、様式及び記載事項は規則で定める。 

（鉄道賃） （鉄道賃） 

第１３条 鉄道賃の額は、次の各号に規定する旅

客運賃（以下この条において「運賃」とい

う。）、急行料金及び特別車両料金並びに座席

指定料金による。 

第１３条 鉄道賃の額は、次の各号に規定する旅

客運賃（以下この条において「運賃」とい

う。）、急行料金及び特別車両料金並びに座席

指定料金による。 

〔削除〕 (1) 運賃の等級を２階級に区分する線路による

旅行の場合には、１等の運賃 

(1)                                       

        その乗車に要する運賃 

(2) 運賃の等級を設けない線路による旅行の場

合には、その乗車に要する運賃 

(2) 急行料金を徴する線路による旅行の場合に

は、前号  に規定する運賃のほか、         

    急行料金 

(3) 急行料金を徴する線路による旅行の場合に

は、前２号に規定する運賃のほか、次に規定

する急行料金 

〔削除〕 ア 第１号の規定に該当する線路による旅行

の場合には、これらの規定による運賃の等

級と同一等級の急行料金 

〔削除〕 イ 前号の規定に該当する線路による旅行の

場合には、その乗車に要する急行料金 

(3) 第１号の規定に該当する線路で特別車両料

金を徴する客車を運行するものによる旅行を

する場合には、同号に規定する運賃及び前号

に規定する急行料金のほか、特別車両料金 

(4) 第２号の規定に該当する線路で特別車両料

金を徴する客車を運行するものによる旅行を

する場合には、同号に規定する運賃及び前号

に規定する急行料金のほか、特別車両料金 

(4) 座席指定料金を徴する客車を運行する線路 (5) 座席指定料金を徴する客車を運行する線路
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による旅行の場合には、第１号          に

規定する運賃、第２号に規定する急行料金及

び前号に規定する特別車両料金のほか、座席

指定料金 

による旅行の場合には、第１号又は第２号に

規定する運賃、第３号に規定する急行料金及

び前号に規定する特別車両料金のほか、座席

指定料金 

２ 前項第２号に規定する急行料金は、次の各号

の一に該当する場合に限り支給する。 

２ 前項第３号に規定する急行料金は、次の各号

の一に該当する場合に限り支給する。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 普通急行列車              を運行する線

路による旅行で片道50キロメートル以上のも

の 

(2) 普通急行列車又は準急行列車を運行する線

路による旅行で片道50キロメートル以上のも

の 

３ 第１項第４号に規定する座席指定料金は、特

別急行列車又は普通急行列車を運行する線路に

よる旅行で片道100キロメートル以上のものに該

当する場合に限り支給する。 

３ 第１項第５号に規定する座席指定料金は、   

              普通急行列車を運行する線路に

よる旅行で片道100キロメートル以上のものに該

当する場合に限り支給する。 

〔削除〕 （日当） 

第１７条 日当の額は、別表の定額による。 

２ 鉄道100キロメートル未満、水路50キロメート

ル未満又は陸路25キロメートル未満の地域に旅

行する場合は、公務上の必要又は天災その他や

むを得ない事情により宿泊した場合を除くほ

か、前項の規定にかかわらず、日当を支給しな

い。 

３ 鉄道、水路又は陸路にわたる旅行について

は、鉄道４キロメートル、水路２キロメートル

をもってそれぞれ陸路１キロメートルとみな

し、前項の規定を適用する。 

（宿泊料） （宿泊料） 

第１７条 宿泊料の額は、別表の定額による。た

だし、定額を上回る金額を納入した場合には、

実費額による。 

第１８条 宿泊料の額は、別表の定額による。   

                                           

             

２ 宿泊料は                                 

  、公務上の必要又は天災その他やむを得ない

事情により                宿泊した場合に限

り支給する。 

２ 宿泊料は、水路旅行及び航空旅行について

は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない

事情により上陸又は着陸して宿泊した場合に限

り支給する。 

（食卓料） （食卓料） 

第１８条 （略） 第１９条 （略） 

（移転料、着後手当及び扶養親族移転料） 

第１９条 移転料、着後手当及び扶養親族移転料

〔新設〕 
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の支給等については、国家公務員等の旅費に関

する法律（昭和25年法律第114号）の例による。 

（日額旅費） （日額旅費） 

第２０条 第６条第15項の規定による日額旅費を

支給する旅行は、長期間の研修等のうち当該旅

行の性質上日額旅費を支給することを適当と認

められる場合に支給し、その額、支給条件及び

支給方法は、規則で定める。 

第２０条 第６条第12項の規定による日額旅費を

支給する旅行は、長期間の研修等のうち当該旅

行の性質上日額旅費を支給することを適当と認

められる場合に支給し、その額、支給条件及び

支給方法は、規則で定める。 

〔削除〕 第２１条 削除 

（退職者等の旅費） （退職者等の旅費） 

第２１条 （略） 第２２条 （略） 

（遺族の旅費） （遺族の旅費） 

第２２条 （略） 第２３条 （略） 

（法律の準用） （法律の準用） 

第２３条 外国旅行における旅費の支給に関して

は、国家公務員等の旅費に関する法律         

              を準用する。 

第２４条 外国旅行における旅費の支給に関して

は、国家公務員等の旅費に関する法律(昭和25年

法律第114号） を準用する。 

（旅行手当） （旅行手当） 

第２４条 第６条第16項の規定により支給する旅

行手当の支給を受ける者の範囲、額、支給条件

及び支給方法は、その都度任命権者が管理者と

協議して定める。ただし、その額は当該旅行手

当の性質に応じ、第６条第１項に掲げる旅費の

額についてこの条例で定める基準を超えること

ができない。 

第２５条 第６条第13項の規定により支給する旅

行手当の支給を受ける者の範囲、額、支給条件

及び支給方法は、その都度任命権者が管理者と

協議して定める。ただし、その額は当該旅行手

当の性質に応じ、第６条第１項に掲げる旅費の

額についてこの条例で定める基準を超えること

ができない。 

（旅費の調整） （旅費の調整） 

第２５条 （略） 第２６条 （略） 

（旅費の特例） （旅費の特例） 

第２６条 任命権者は、職員について労働基準法

（昭和22年法律第49号）第15条第３項若しくは

第64条又は船員法（昭和22年法律第100号）第47

条の規定に該当する事由がある場合において、

この条例の規定による旅費の支給ができないと

き、又はこの条例の規定により支給する旅費が

労働基準法第15条第３項若しくは第64条又は船

員法第48条の規定による旅費又は費用に満たな

いときは、当該職員に対し、これらの規定によ

第２７条 任命権者は、職員について労働基準法

（昭和22年法律第49号）第15条第３項若しくは

第68条又は船員法（昭和22年法律第100号）第47

条の規定に該当する事由がある場合において、

この条例の規定による旅費の支給ができないと

き、又はこの条例の規定により支給する旅費が

労働基準法第15条若しくは第68条      又は船

員法第48条の規定による旅費又は費用に満たな

いときは、当該職員に対し、これらの規定によ
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る旅費若しくは費用に相当する金額又はその満

たない部分に相当する金額を旅費として支給す

るものとする。 

る旅費若しくは費用に相当する金額又はその満

たない部分に相当する金額を旅費として支給す

るものとする。 

（実施規定） （実施規定） 

第２７条 （略） 第２８条 （略） 

別表 別表 

内国旅行の旅費(第16条―第18条関係）         内国旅行の旅費(第16条―第19条、第21条関係） 

車賃、宿泊料及び食卓料 日当、宿泊料及び食卓料 

車賃 

（1キロメートルにつき） 

宿泊料 

（1夜につ

き） 

食卓料 

（1夜につ

き） 

 

円 

40 

円 

12,000 

円 

2,000 
 

車賃 

（1キロメ

ートルにつ

き） 

日当 

（1日につ

き） 

宿泊料 

（1夜につ

き） 

食卓料 

（1夜につ

き） 

円 

40 

円 

1,100 

円 

13,000 

円 

2,000 
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提 案 理 由 

 

議案第３号  常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例の一部を改正

する条例について 

  

 常総地方広域市町村圏事務組合職員の旅費に関する条例について、関係市の状況を

考慮し、日当を支給しないこととし、宿泊料について見直すものです。 

また、新たに、赴任に伴う移転料等について支給できるようにするものです。 
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 議
案

第
４

号

令
和

３
年

度
常

総
地

方
広

域
市

町
村

圏
事

務
組

合
一

般
会

計
補

正
予

算
(第

３
号

）

令
和

３
年

度
常

総
地

方
広

域
市

町
村

圏
事

務
組

合
の

一
般

会
計

補
正

予
算

(第
３

号
）
は

、
次

に
定

め
る

と
こ

ろ
に

よ
る

。

（
歳

入
歳

出
予

算
の

補
正

）

第
１

条
　

 歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
か

ら
２

１
，

６
３

４
千

円
を

減
額

し
、

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
を

歳
入

歳
出

そ
れ

ぞ
れ

７
，

２
８

９
，

８
８

３
千

円
と

す
る

。

２
　

歳
入

歳
出

予
算

の
補

正
の

款
項

の
区

分
及

び
当

該
区

分
ご

と
の

金
額

並
び

に
補

正
後

の
歳

入
歳

出
予

算
の

金
額

は
、

「
第

１
表

　
歳

入
歳

出
予

算
補

正
」
に

よ
る

。

（
繰

越
明

許
費

の
補

正
）

第
２

条
　

 繰
越

明
許

費
の

追
加

は
、

「
第

２
表

　
繰

越
明

許
費

補
正

」に
よ

る
。

（
地

方
債

の
補

正
）

第
３

条
　

 地
方

債
の

変
更

及
び

廃
止

は
、

「
第

３
表

　
地

方
債

補
正

」に
よ

る
。

令
和

４
年

２
月

１
６

日
  

 提
出

常
総

地
方

広
域

市
町

村
圏

事
務

組
合

管
　

理
　

者
　

　
 松

　
丸

　
修

　
久



- 22 - 

 

 第
１

表
　

　
歳

入
歳

出
予

算
補

正

１
　

歳
入

（
単

位
　

千
円

）

２
　

歳
出

（
単

位
　

千
円

）

６
消

防
費

８

国
庫

支
出

金

１ １ １１

都
市

計
画

費

５
土

木
費

款

３
民

生
費

項

２

２

組
合

債

歳
入

合
計

防
災

費

総
務

費

款
項

３ ７

組
合

債
１

国
庫

補
助

金

補
正

前
の

額

1
1
3
,5

9
7
 

1
1
2
,5

9
3
 

補
正

額
計

5
5
2
,7

0
0
 

5
5
2
,7

0
0
 

7
,3

1
1
,5

1
7
 

7
4
,2

6
6
 

7
4
,2

6
6
 

1
8
7
,8

6
3
 

1
8
6
,8

5
9
 

4
5
6
,8

0
0
 

4
5
6
,8

0
0
 

7
,2

8
9
,8

8
3
 

補
正

前
の

額

△
 9

5
,9

0
0
 

△
 2

1
,6

3
4
 

△
 9

5
,9

0
0
 

計
補

正
額

4
6
,9

2
5
 

4
6
,9

2
5
 

6
3
4
,9

4
1
 

6
3
4
,9

4
1
 

2
0
6
,8

7
8
 

2
0
,4

3
5
 

△
 3

1
,0

8
5
 

2
0
5
,6

1
3
 

1
9
,1

7
0
 

3
3
,7

3
3
 

3
3
,7

3
3
 

△
 1

,2
6
5
 

△
 1

,2
6
5
 

△
 1

3
,1

9
2
 

△
 1

3
,1

9
2
 

2
,7

3
7
,8

4
6
 

予
備

費

社
会

福
祉

費

3
0
3
,3

2
9
 

消
防

費

6
1
1
,5

2
2
 

6
1
1
,5

2
2
 

2
,7

3
7
,8

4
6
 

2
,7

6
8
,9

3
1
 

2
,7

6
8
,9

3
1
 

2
5
6
,0

0
2
 

4
7
,3

2
7
 

△
 2

3
,4

1
9
 

△
 2

3
,4

1
9
 

△
 3

1
,0

8
5
 

3
0
3
,3

2
9
 

7
,2

8
9
,8

8
3
 

予
備

費

7
,3

1
1
,5

1
7
 

4
7
,3

2
7
 

△
 2

1
,6

3
4
 

１

歳
出

合
計

2
5
6
,0

0
2
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  第
２

表
　

　
繰

越
明

許
費

補
正

（
追

加
）

（
単

位
　

千
円

）

第
３

表
　

　
地

方
債

補
正

１
　

変
更

（
単

位
　

千
円

）

5
1
,8

0
0

1
1
,3

0
0

2
,4

0
0

1
7
,8

0
0

1
4
0
,5

0
0

8
,3

0
0

1
7
5
,7

0
0

7
0
0

防
災

セ
ン

タ
ー

空
調

設
備

改
修

事
業

債

障
害

者
支

援
施

設
空

調
設

備
更

新
事

業
債 守

谷
消

防
署

庁
舎

及
び

訓
練

施
設

改
修

事
業

債

3
,0

0
0

2
5
,6

0
0

1
5
7
,6

0
0

8
,8

0
0

2
2
4
,7

0
0

1
,1

0
0

5
8
,0

0
0

1
2
,6

0
0

介
護

浴
槽

購
入

事
業

債

室
内

温
水

プ
ー

ル
改

修
事

業
債

公
園

駐
車

場
照

明
設

備
改

修
事

業
債

化
学

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

購
入

事
業

債

輸
送

バ
ス

購
入

事
業

債

金
額

24
2 

２
総

務
費

２
防

災
費

防
災

セ
ン

タ
ー

高
圧

ケ
ー

ブ
ル

及
び

Ｐ
Ａ

Ｓ
交

換
事

業
2
,5

3
0 

款
項

事
業

名

２
総

務
費

１
総

務
管

理
費

事
務

棟
電

力
量

計
取

付
事

業

補
正

前
に

同
じ

補
正

前
に

同
じ

補
正

前
に

同
じ

普
通

貸
借

又
は

証
券

発
行

　
　

　
３
．

０
％

以
内

（
た

だ
し

、
利

率
見

直
し

方
式

で
借

入
れ

る
政

府
資

金
に

つ
い

て
、

利
率

見
直

し
を

行
っ

た
後

に
お

い
て

は
、

当
該

見
直

し
後

の
利

率
）

政
府

資
金

に
つ

い
て

は
、

そ
の

融
資

条
件

に
よ

る
。

そ
の

他
の

場
合

は
、

債
権

者
と

協
定

す
る

も
の

に
よ

る
。

た
だ

し
、

組
合

財
政

の
都

合
に

よ
り

繰
上

償
還

又
は

、
低

利
債

に
借

換
え

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

起
債

の
目

的
限

度
額

起
債

の
方

法

補
  

  
 正

  
  

 前

償
還

の
方

法
利

率
償

還
の

方
法

補
  

  
 正

  
  

 後

限
度

額
起

債
の

方
法

利
率

3
,1

3
5 

５
土

木
費

１
都

市
計

画
費

自
動

制
御

装
置

点
検

整
備

事
業
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 ２
　

廃
止

（
単

位
　

千
円

）

補
  

  
 正

  
  

 前
補

  
  

 正
  

  
 後

限
度

額
起

債
の

方
法

利
率

償
還

の
方

法

-
-

備
考

計
画

を
見

直
し

、
よ

り
精

度
の

高
い

設
計

を
す

る
た

め
の

事
業

延
期

に
よ

り
減

額
す

る
。

普
通

貸
借

又
は

証
券

発
行

　
　

　
３
．

０
％

以
内

（
た

だ
し

、
利

率
見

直
し

方
式

で
借

入
れ

る
政

府
資

金
に

つ
い

て
、

利
率

見
直

し
を

行
っ

た
後

に
お

い
て

は
、

当
該

見
直

し
後

の
利

率
）

政
府

資
金

に
つ

い
て

は
、

そ
の

融
資

条
件

に
よ

る
。

そ
の

他
の

場
合

は
、

債
権

者
と

協
定

す
る

も
の

に
よ

る
。

た
だ

し
、

組
合

財
政

の
都

合
に

よ
り

繰
上

償
還

又
は

、
低

利
債

に
借

換
え

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

-
‐

利
率

償
還

の
方

法

野
球

場
改

修
事

業
債

1
3
,0

0
0

起
債

の
目

的
限

度
額

起
債

の
方

法
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 予
算

補
正

に
関

す
る

説
明

書

１
　

総
括

　
（
歳

入
）

（
単

位
　

千
円

）

　
（
歳

出
）

（
単

位
　

千
円

）

歳
　

入
　

歳
　

出
　

予
　

算
　

補
　

正
　

事
　

項
　

別
　

明
　

細
　

書

款

８６５３２
2
0
6
,8

7
8

4
6
,9

2
5

7
,3

1
1
,5

1
7

補
正

額

△
 1

,2
6
5

△
 1

3
,1

9
2

△
 2

3
,4

1
9

予
備

費

組
合

債

総
務

費

補
正

前
の

額

国
庫

支
出

金

款

歳
入

合
計

歳
出

合
計

３

2
5
6
,0

0
2

5
5
2
,7

0
0

4
7
,3

2
7

6
3
4
,9

4
1

2
,7

6
8
,9

3
1

△
 3

1
,0

8
5

消
防

費

土
木

費

民
生

費

７

3
0
3
,3

2
9

△
 9

5
,9

0
0

△
 2

1
,6

3
4

7
,3

1
1
,5

1
7

△
 2

1
,6

3
4

7
,2

8
9
,8

8
3

国
県

支
出

金

7
4
,1

9
5

7
1

2
0
5
,6

1
3

3
3
,7

3
3

6
1
1
,5

2
2

2
,7

3
7
,8

4
6

計

7
4
,2

6
6

地
方

債

△
 6

0
0

△
 8

,3
0
0

△
 6

2
,4

0
0

△
 2

4
,6

0
0

4
7
,3

2
7 0

補
正

前
の

額

1
1
3
,5

9
7

0

一
般

財
源

特
　

　
定

　
　

財
　

　
源

補
　

正
　

額
　

の
　

財
　

源
　

内
　

訳

△
 6

6
5

△
 4

,8
9
2

△
 3

5
,2

1
4

△
 9

5
,9

0
0

そ
の

他

補
正

額 7
4
,2

6
6

△
 6

,5
5
6

4
5
6
,8

0
0

7
,2

8
9
,8

8
3

計

1
8
7
,8

6
3
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 ２
　

歳
入

（
款

）
３

　
国

庫
支

出
金

　
　

（
項

）
１

　
国

庫
補

助
金

（
単

位
　

千
円

）

社
会

資
本

整
備

総
合

交
付

金

消
防

・
救

急
体

制
整

備
費

補
助

金

（
款

）
７

　
組

合
債

　
　

（
項

）
１

　
組

合
債

防
災

セ
ン

タ
ー

空
調

設
備

改
修

事
業

債

障
害

者
支

援
施

設
空

調
設

備
更

新
事

業
債

介
護

浴
槽

購
入

事
業

債

室
内

温
水

プ
ー

ル
改

修
事

業
債

野
球

場
改

修
事

業
債

公
園

駐
車

場
照

明
設

備
改

修
事

業
債

化
学

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

購
入

事
業

債

輸
送

バ
ス

購
入

事
業

債

守
谷

消
防

署
庁

舎
及

び
訓

練
施

設
改

修
事

業
債

計計目

３２ ４

消
防

費

消
防

債

１
総

務
債

国
庫

補
助

金

土
木

費

国
庫

補
助

金

計

2
1
,6

0
0

8
9
,8

0
5

7
1

補
正

前
の

額
補

正
額

7
4
,1

9
5

2
1
,6

7
1

1
6
4
,0

0
0

1
1
2
,5

9
3

7
4
,2

6
6

1
8
6
,8

5
9

3
,0

0
0

△
 6

0
0

2
,4

0
0

1

5
5
2
,7

0
0

△
 2

4
,6

0
0

△
 9

5
,9

0
0

2
5
1
,9

0
0

4
5
6
,8

0
0

2
7
6
,5

0
0

△
 2

4
,6

0
0

7
1

7
4
,1

9
5

7
4
,1

9
5

説
明

節

金
額

補
助

金

区
分

消
防

費

国
庫

補
助

金

土
木

費

国
庫

11

71

△
 6

0
0

防
災

セ
ン

△
 6

0
0

1
消

防
債

タ
ー

債

△
 6

,2
0
0

△
 1

,3
0
0

△
 1

7
,1

0
0

△
 1

3
,0

0
0

1
土

木
債

△
 6

2
,4

0
0

△
 4

9
,0

0
0

△
 4

0
0

△
 5

0
0

1
民

生
債

△
 8

,3
0
0

△
 7

,8
0
0

３
土

木
債

2
3
8
,8

0
0

△
 6

2
,4

0
0

1
7
6
,4

0
0

２
民

生
債

3
4
,4

0
0

△
 8

,3
0
0

2
6
,1

0
0
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 ２
　

歳
出

（
款

）
２

　
総

務
費

　
　

（
項

）
２

　
防

災
費

設
計

監
理

委
託

料

防
災

セ
ン

タ
ー

空
調

設
備

改
修

工
事

実
施

設
計

費

（
款

）
３

　
民

生
費

　
　

（
項

）
１

　
社

会
福

祉
費

設
計

監
理

委
託

料

空
調

設
備

更
新

工
事

施
工

監
理

空
調

設
備

更
新

工
事

（第
2期

）

機
械

器
具

費

（
款

）
５

　
土

木
費

　
　

（
項

）
１

　
都

市
計

画
費

設
計

監
理

委
託

料

室
内

温
水

プ
ー

ル
改

修
工

事
施

工
監

理

野
球

場
改

修
工

事
実

施
設

計

駐
車

場
照

明
設

備
改

修
工

事
実

施
設

計
施

工

監
理

室
内

温
水

プ
ー

ル
改

修
工

事

（
単

位
　

千
円

）

説
明

△
 1

,2
6
5

目

△
 1

2
,3

0
9

（
単

位
　

千
円

）

14
△

 1
2
,3

0
9

計
6
3
4
,9

4
1

１

計防
災

セ

ン
タ

ー

福
祉

費

4
6
,9

2
5

2
0
,4

3
5

補
正

額
計

2
0
,4

3
5

△
 1

,2
6
5

1
9
,1
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提 案 理 由 

 

議案第４号  令和３年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計補正予算（第３号） 

        について 

 

 令和３年度一般会計補正予算(第３号)については、歳入歳出の総額を２，１６３万

４千円減額し、歳入歳出総額７２億８，９８８万３千円とするものです。 

 歳入では、国庫支出金の土木費国庫補助金で社会資本整備総合交付金、消防費国庫

補助金で消防・救急体制整備費補助金をそれぞれ増額し、組合債で交付金の増額及び

入札による事業費の減により、総務債、民生債、土木債及び消防債を減額するもので

す。 

 歳出では、総務費の防災センター費、民生費の障害者福祉費、土木費の公園管理費

及び消防費の消防施設費で入札による事業費の減によりそれぞれ減額し、消防費の消

防総務費で東京オリンピック競技大会の事前訓練に係る経費を増額するものです。 

 また、事務棟電力量計取付事業、防災センター高圧ケーブル及びＰＡＳ交換事業並

びに自動制御装置点検整備事業で、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う機器等の納

期が延びたことにより、それぞれ年度内の完了が困難となったことから、繰越明許費

を追加するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 30 - 

 

提 案 理 由 

 

議案第５号  令和４年度常総地方広域市町村圏事務組合一般会計予算について 

 

令和４年度一般会計予算は、歳入歳出総額６６億５，５９４万２千円で、前年度と

比較して、４億８，７５８万３千円、６．８％の減額であります。 

歳入の主なものは、分担金及び負担金で歳入総額に対し８６．１％を占め、前年度

と比較して減額の主なものは、衛生費及び土木費等の減額により分担金及び負担金が

４％の減少、組合債が室内温水プール改修事業等の事業減により６３．１％の減少で

あります。 

歳出では、歳出総額に対し衛生費が３３％、消防費が３９．４％を占めておりま

す。また、前年度と比較して減額の主なものは、土木費で、前年度に室内温水プール

改修事業を実施したこと、及び総務費へ人件費等を組み替えたことにより６７．３％

減少し、消防費で、前年度に守谷消防署庁舎及び訓練施設改修事業を実施したこと等

により、５．２％減少であります。 

 


